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○平成28年度調査はケアマネジャーの業務実態等を適切に把握するため経年的に行うことが必要であることに加えて、介護保険部会
（平成28年４月22日）においてケアマネジメントのあり方に関して「自立支援、公正中立、総合的かつ効率的なサービス提供の視点に
基づく適切なケアマネジメントを確保するための方策」等の論点が挙げられていることから、これらの検討に必要な調査項目を検討し、
データの収集を目的とする。 

  

（５）居宅介護支援事業所および介護支援専門員の業務等の実態に関する調査研究事業 

１．調査の目的 

２．調査方法 
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調査方法 調査対象・回収状況 

居宅介護支
援事業所 

①事業所調査
票 

アンケート調査。各事業所の管理者宛に、事業所調査票

（１票）を郵送配布・郵送回収。 

【調査対象】厚生労働省より提供を受けた全国の事業所名簿

から、指定居宅介護支援事業所2,999事業所を規模別に層化

無作為抽出。【母集団】39,368事業所 【発出数】2,999事業所 

【有効回収数】1,572件 【有効回収率】：52.4％ 

②ケアマネ
ジャー調査票 

アンケート調査。各事業所の管理者宛に、事業所調査票

とともにケアマネジャー調査票（１事業所あたり５票）を配

布し、ケアマネジャー全員に調査票の記入を依頼。 

【調査対象】①で選定した調査対象事業所に勤務しているケ

アマネジャー全員を対象として実施。 

【発出数】14,995件 【有効回収数】4,682件 

③利用者調査
票 

アンケート調査。各事業所の管理者宛に、事業所調査票

とともに利用者調査票（１事業所あたり10票）を配布し、対

象者の選定及び対象者への調査の実施を依頼。当該利

用者を担当するケアマネジャーが記入。 

【調査対象】①で選定した調査対象事業所の利用者のうち、 

・平成28年10月1日時点で在籍しているケアマネジャーが担  

 当している要介護度1～5に該当する利用者を 

 ケアマネジャー1名につき1名抽出。 

・入退院や看取りに最も近い時期で該当した利用者。事業所

の規模に応じて事業所別に数名抽出。 

【発出数】29,990件 【有効回収数】8,061件 

④利用者本人
調査票 

アンケート調査。調査対象利用者として選定された利用者

を担当するケアマネジャーが、③の各利用者に調査票と

返送用封筒を配布して調査回答を依頼。 

【調査対象】③利用者調査の対象となった利用者。 

【発出数】29,990件 【有効回収数】7,492件 

 

地域包括支
援センター 

⑤地域包括支
援センター調
査票 

アンケート調査。Web調査により実施。回答済の電子調査

票は調査用ホームページにアップロードにて回収。 

【調査対象】全国の地域包括支援センター全数を対象とした。

（ただし、ブランチおよびサブセンターは除く。） 

【母集団】4,685ヶ所、【発出数】4,685ヶ所、 

【有効回収数】2,339件 【有効回収率】：49.9％ 



全体 地域包括
支援セン
ター

在宅介護
支援セン
ター

介護老人
福祉施設
（地域密
着型を含
む）

介護老人
保健施設

療養病床
を有する
病院・診
療所

病院・診
療所（上
記以外）

認知症対
応型共同
生活介護
（グループ
ホーム）
（介護予
防含む）

有料老人
ホーム・ケ
アハウス
等（特定
施設（介
護予防含
む）含む）

訪問介護
（介護予
防含む）

訪問入浴
介護（介
護予防含
む）

1,405 228 177 295 197 98 196 285 222 874 102

100.0% 16.2% 12.6% 21.0% 14.0% 7.0% 14.0% 20.3% 15.8% 62.2% 7.3%

1,405 97 93 172 82 33 73 83 68 453 40

100.0% 6.9% 6.6% 12.2% 5.8% 2.3% 5.2% 5.9% 4.8% 32.2% 2.8%

253 19 58 16 5 5 8 16 10 58 7
18.0% 19.6% 62.4% 9.3% 6.1% 15.2% 11.0% 19.3% 14.7% 12.8% 17.5%

同一法人・系列法人が運営して
いるサービス

併設しているもの（A）

うち、ケアマネジャーが兼務して
いるもの（B）　※%値はB÷A
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 1事業所あたりのケアマネジャーの常勤換算人数は、常勤3.0人、非常勤
0.2人、合計3.2人であった。 

 1事業所あたりの利用者数は「41人以上80人以下」が26.1％と最も多く、
次いで「21人以上40人以下」が20.0％、「81人以上120人以下」が19.0％
であり、平均は82.8人であった。 

１）事業所の基本情報 

（１）調査対象の基本情報 

図表 11 1事業所あたりのケアマネジャーの人数（常勤換算） 
（事業所調査票） 

図表 15 1事業所あたりの利用者数（事業所調査票） 

図表 16 ケアマネジャー1人あたりの利用者数（常勤換算）（事業所調査票） 

 ケアマネジャー1人あたりの利用者数（常勤換算）は、「30人以上40人未
満」が32.2％と最も多く、次いで「20人以上30人未満」が31.4％であり、平
均は25.2人であった。 

３．調査結果概要 

 同一法人・系列法人が運営しているサービスは「訪問介護（介護予防含む）」が
62.2％と最も多く、次いで「通所介護（介護予防含む）」が61.6％であった。併設し
ているサービスは、「通所介護（介護予防含む）」が32.8％と最も多く、次いで「訪
問介護（介護予防含む）」が32.2％であった。 

図表 7 同一法人が運営しているサービス（事業所調査票）    

注）事業所調査票5(1)常勤換算のケアマネジャーの総数に基づき算出している。 
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0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

H28年度調査H28.11（n=1,572）

H27年度調査H27.11（n=1,616）

第7回調査H25.11（n=742）

第6回調査H23.11（n=606）

第5回調査H21.11（n=760）

第4回調査H19.11（n=704）

第3回調査H17.11（n=742）

第2回調査H15.11（n=696）

第1回調査H13.7（n=851）

常勤

非常勤

（人）

注）利用者数は、要支援1～2および要介護1～5の利用者を合計している。 

注）第1回～第7回調査は「老健事業」、H27年度およびH28年度調査は「改定検証事業」である。 

全体 併設施設あり 併設施設なし 無回答
1,572 1,405 151 16

100.0% 89.4% 9.6% 1.0%

図表 6 併設施設の有無（事業所調査票） 

 「併設施設あり」 （同一法人（同系列を含む）が運営する施設・事業所が複数）と
回答した事業所は89.4％、「併設施設なし」と回答した事業所は9.6％であった。 

全体 ０人 １人以上
２０人以下

２１人以上
４０人以下

４１人以上
８０人以下

８１人以上
１２０人以下

１２１人以上
１５０人以下

１５１人以上 無回答 1事業所あ
たりの利用
者数（人）

1,572 6 158 315 410 298 143 210 32 82.8
100.0% 0.4% 10.1% 20.0% 26.1% 19.0% 9.1% 13.4% 2.0% -

(事業所数）

全体 １０人未満 １０人以上
２０人未満

２０人以上
３０人未満

３０人以上
４０人未満

４０人以上
５０人未満

５０人以上
６０人未満

６０人以上
７０人未満

７０人以上
８０人未満

８０人以上 無回答 ケアマネ
ジャーあた
りの利用
者数（人）

1,572 105 285 493 506 115 17 7 2 4 38 25.2
100.0% 6.7% 18.1% 31.4% 32.2% 7.3% 1.1% 0.4% 0.1% 0.3% 2.4% -

(事業所数）

（５）居宅介護支援事業所および介護支援専門員の業務等の実態に関する調査研究事業 

訪問看護
（介護予
防含む）

訪問リハ
ビリテー
ション（介
護予防含
む）

通所介護
（介護予
防含む）

通所リハ
ビリテー
ション（介
護予防含
む）

短期入所
生活介護
（介護予
防含む）

短期入所
療養介護
（介護予
防含む）

福祉用具
貸与（介
護予防含
む）

福祉用具
販売（介
護予防含
む）

夜間対応
型訪問介
護

定期巡
回・随時
対応型訪
問介護

小規模多
機能型居
宅介護
（介護予
防含む）

363 152 865 277 381 185 161 150 10 57 145

25.8% 10.8% 61.6% 19.7% 27.1% 13.2% 11.5% 10.7% 0.7% 4.1% 10.3%

166 64 461 131 202 76 36 33 2 20 25

11.8% 4.6% 32.8% 9.3% 14.4% 5.4% 2.6% 2.3% 0.1% 1.4% 1.8%

24 0 56 3 14 6 7 6 0 3 8
14.5% 0.0% 12.1% 2.3% 6.9% 7.9% 19.4% 18.2% 0.0% 15.0% 32.0%

同一法人・系列法人が運営して
いるサービス

併設しているもの（A）

うち、ケアマネジャーが兼務して
いるもの（B）　※%値はB÷A

看護小規
模多機能
型居宅介
護

認知症対
応型通所
介護（介
護予防含
む）

住宅改修
を行って
いる事業
所

調剤薬局 はり、きゅ
う、あん
摩、マッ
サージ、
指圧、接
骨院

通所介護
における
宿泊サー
ビス

サービス
付高齢者
住宅

その他 無回答

15 141 40 30 16 19 168 71 8

1.1% 10.0% 2.8% 2.1% 1.1% 1.4% 12.0% 5.1% 0.6%

5 48 11 8 2 8 45 35 433

0.4% 3.4% 0.8% 0.6% 0.1% 0.6% 3.2% 2.5% 30.8%

1 6 1 2 1 2 6 7 -
20.0% 12.5% 9.1% 25.0% 50.0% 25.0% 13.3% 20.0% -

うち、ケアマネジャーが兼務して
いるもの（B）　※%値はB÷A

同一法人・系列法人が運営して
いるサービス

併設しているもの（A）
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３）利用者の基本情報 

 調査対象とした利用者の平均要介護度は、「看取りを行った利用者」が
3.5と最も高く、「退院した利用者」が2.7、 「入院した利用者」が2.6であった。 
 「入院した利用者」は要介護2が28.5％と最も多く、次いで要介護1が
20.9％であった。 
 「退院した利用者」は要介護2が26.2％と最も多く、次いで要介護1が
19.5％であった。 
 「看取りを行った利用者」は要介護5が29.7％と最も多く、次いで要介護2
が18.1％であった。  

図表 32 現在の要介護度；入退院および看取りの状況別（利用者調査票） 

図表 1 勤務形態（ケアマネジャー調査票） 

69.0 

66.9 

69.1 

63.2 

64.0 

61.1 

53.7 

44.5 

35.5 

16.3 

21.1 

19.0 

22.0 

19.2 

24.5 

32.1 

38.7 

50.4 

9.5 

9.0 

10.1 
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3.5 
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0.6 

0.1 

0.4 

3.0 

0.9 

1.5 

5.9 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H28年度調査（H28.11)

(n=4,682）

H27年度調査（H27.11)

(n=4,807）

第７回調査(H25.11）

(n=2,132)

第６回調査(H23.11）

(n=1,851)

第5回調査(H21.11）

(n=2,172)

第4回調査(H19.11）

(n=2,108)

第3回調査(H17.11）

(n=2,166)

第2回調査(H15.11）

(n=1,927)

第1回調査(H13.7）

(n=2,203）

常勤・専従 常勤・兼務 非常勤・専従 非常勤・兼務 無回答

※第1回～第7回調査は「老健事業」、H27年度およびH28年度調査は「改定検証事業」である。
 

 ケアマネジャーの勤務形態は、「常勤・専従」が最も多く69.0％であり、次いで
「常勤・兼務」が16.3％であった。 

図表 21 勤務形態（ケアマネジャー調査票）  

図表 1 主任介護支援専門員研修修了の有無（ケアマネジャー調査票） 

全体 あり なし 無回答

4,682 1,525 3,105 52

100.0% 32.6% 66.3% 1.1%  

 主任介護支援専門員研修を修了しているケアマネジャーは32.6％であった。 

２）ケアマネジャーの基本情報 

図表 20 主任介護支援専門員研修修了の有無（ケアマネジャー調査票） 

本調査では、「入院した」、「退院した」および「看取りを行った」に該当する利
用者について、事業所の規模を考慮せず利用者を抽出したため、ウエイト
バック調整を実施している。事業所調査票から得られる入院者数（3か月間）、
退院者数（3か月間） 、看取り（1年間）の利用者数を用いて母集団の割合を
推定している。 

注） 

（５）居宅介護支援事業所および介護支援専門員の業務等の実態に関する調査研究事業 

全体 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ その他
（認定申
請中）

無回答 平均要介
護度

213,329 3,020 5,381 44,551 60,800 33,449 32,721 27,401 3,745 2,262 2.6

100.0% 1.4% 2.5% 20.9% 28.5% 15.7% 15.3% 12.8% 1.8% 1.1% -

171,262 1,807 3,619 33,458 44,838 27,376 29,126 24,731 2,003 4,305 2.7

100.0% 1.1% 2.1% 19.5% 26.2% 16.0% 17.0% 14.4% 1.2% 2.5% -

63,189 1,017 383 3,593 11,450 9,838 10,986 18,790 2,141 4,991 3.5

100.0% 1.6% 0.6% 5.7% 18.1% 15.6% 17.4% 29.7% 3.4% 7.9% -

入院した利用者

退院した利用者

看取りを行った利
用者



（２）医療介護連携の推進 

１）主治医等との日常的な連携 
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合計 主治医意見
書を取得し
た医師に対
してケアプ
ランを提示
した

利用者の受
診時に同行
したことが
ある

利用者の健
康状態の変
化等につい
て報告、相
談している

主治医に
サービス担
当者会議に
出席を求め
ている

病状（予後・
改善可能
性）につい
て意見を求
めている

その他 無回答

3,473 851 774 1,026 323 709 603 771

100.0% 24.5% 22.3% 29.5% 9.3% 20.4% 17.4% 22.2%

213,329 65,120 63,469 87,571 26,088 80,246 29,730 29,932

100.0% 30.5% 29.8% 41.0% 12.2% 37.6% 13.9% 14.0%

171,262 47,943 49,684 69,463 20,853 62,728 24,963 24,978

100.0% 28.0% 29.0% 40.6% 12.2% 36.6% 14.6% 14.6%

63,189 25,811 25,538 37,465 18,451 36,861 6,731 7,498

100.0% 40.8% 40.4% 59.3% 29.2% 58.3% 10.7% 11.9%

入院・退院・看取り
のいずれにも該当
しない利用者

入院した利用者

退院した利用者

看取りを行った
利用者

図表 48 利用者別の主治医との連携状況（利用者調査票）（複数回答可） 

 利用者別の主治医との連携状況は、全体を通して「利用者の健康状態の変
化等について報告、相談している」が最も多く、それぞれ「入院・退院・看取り
のいずれにも該当しない利用者」は29.5 ％、「入院した利用者」は41.0 ％、「退
院した利用者」は40.6 ％、「看取りを行った利用者」は59.3 ％であった。 
 「入院した利用者」、「退院した利用者」、「看取りを行った利用者」では、次い
で「病状（予後・改善可能性）について意見を求めている」 が多く、それぞれ 
37.6 ％、36.6 ％、58.3 ％であった。 
 「看取りを行った利用者」については、それ以外の利用者と比べて、いずれ
の項目についても実施している割合が高かった。 

図表 50 医療機関への通院同行の状況（ケアマネジャー調査票） 

 平成28年9月の1か月間の医療機関への通院同行の状況について、「同行し
ている」と回答したケアマネジャーの割合は、35.8％であった。 

合計 同行してい
る

同行してい
ない

無回答

4,682 1,674 2,866 142
100.0% 35.8% 61.2% 3.0%

注）報告書の図表48より「全体」のみ抜粋している。 
注）「入院した利用者」、「退院した利用者」および「看取りを行った利用者」については、図表32と同   
  様にウエイトバック調整を実施している。 

31.2

55.2

71.4

53.9

56.2

38.5

40.5

36.4

22.0

27.8

12.1

8.1

26.0

3.3

0% 20% 40% 60% 80%

主治医意見書では確認できない

医療情報が必要

具体的な医師の指示や指導が必要

利用者が必要な情報を医師に

説明できない場合

主治医に利用者の生活に関する

具体的な情報を提供する場合

医師からの指導を利用者が

理解できない場合

服薬状況等に関する相談

経済的理由又は、支援者がいない等に

より、1人で通院できない場合の付き添い

急な体調不良により、サービス調整が行えず

受診同行しなければならない場合

軽度者の福祉用具貸与等、医師の指示に

基づく例外的な給付の申請が必要な場合

医療系サービスの導入を相談する場合

電話、メール等では、医師との

やりとりができない場合

医師との連携強化を図り、

ケアプランを手渡しする場合

やむを得ず院内での付き添いが

必要な場合

その他

（n=1,674） 

図表 51 通院同行する場合の理由（ケアマネジャー調査票）（複数回答可） 

 通院同行する場合の理由について、「利用者が必要な情報を医師に説明で
きない場合」が最も多く、71.4％であった。次いで、「医師からの指導を利用者
が理解できない場合」が56.2％、「具体的な医師の指示や指導が必要」が
55.2％であった。 

注）通院同行している場合に限定している。 

（５）居宅介護支援事業所および介護支援専門員の業務等の実態に関する調査研究事業 



注）「入院時に利用者の情報を書面で送付し提供した」および「入院時に医療機関を訪問し情報提供をした」と回答した場合に 
  限定している。 

全体 ０日目 １日目 ２日目 ３日目 ４日目 ５日目 ６日目 ７日目 ８日目 ９日目 １０日目
以上

無回答 平均
（日）

標準偏
差

149,110 3,374 40,023 41,759 20,036 7,148 8,279 3,611 3,032 267 77 2,476 19,027 2.6 3.0
100.0% 2.3 26.8 28.0 13.4 4.8 5.6 2.4 2.0 0.2 0.1 1.7 12.8 - -

5 

図表 60 入院時に情報提供を行った場合、情報提供を行った日 
（利用者調査票） 

 「入院時に利用者の情報を書面で送付し提供した」または「入院時に医療機関を
訪問し情報提供をした」と回答した場合について、入院時に医療機関に情報提供
を行った日は、「入院後2日目」が28.0％、「入院後1日目」が26.8％であり、入院後2
日目以内に情報提供した割合が半数を超えていた。 

 「平成28年7月～9月に1回でも給付管理を行った人数（合計）」のうち、同期間に
「医療機関に入院した人数」の平均は7.7人、「うち入院時に医療機関へ情報提供
を行った人数」は4.2人、うち「入院時情報連携加算適用人数」は3.1人であった。 

２）入退院・看取りの際の連携 

図表 56 平成28年7月～9月に医療機関に入院した利用者数（事業所調査票） 

2.3 26.8 28.0 13.4 4.8 5.6
2.4

2.0

1.7
12.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

０日目 １日目 ２日目 ３日目

４日目 ５日目 ６日目 ７日目

８日目 ９日目 １０日目以上 無回答

入院後2日目以内に情報提供 

注）入院後0日目を入院当日とする。 

全体 ０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７～９人 １０人以
上

無回答 平均
（人）

標準偏
差

1,572 80 168 194 184 132 99 82 197 292 144 7.7 21.3

100.0% 5.1% 10.7% 12.3% 11.7% 8.4% 6.3% 5.2% 12.5% 18.6% 9.2% - -

1,572 333 223 186 146 104 73 62 128 173 144 4.2 5.8

100.0% 21.2% 14.2% 11.8% 9.3% 6.6% 4.6% 3.9% 8.1% 11.0% 9.2% - -

1,572 678 138 111 94 69 55 48 98 137 144 3.1 5.4

100.0% 43.1% 8.8% 7.1% 6.0% 4.4% 3.5% 3.1% 6.2% 8.7% 9.2% - -

医療機関に入院
した利用者がいる
事業所

うち入院時に医療
機関へ情報提供
を行った利用者
がいる事業所

うち入院時情報
連携加算を適用
した利用者がいる
事業所

9.3 

9.6 

4.9 

5.8 

19.1 

20.2 

13.7 

8.7 

20.9 

11.3 

10.6 

16.2 

0.2 

0.2 

12.9 

29.8 

14.8 

14.4 

11.5 

9.7 

24.9 

27.8 

22.2 

13.7 

30.7 

16.8 

17.4 

28.2 

0.7 

0.8 

23.1 

18.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事業所において利用者の入院時に情報提供を

する方法が定まっていない

医療機関との連携の窓口や担当者がわからな

い

事業所のケアマネジャーが、医療に関する知識

を十分に有していない

医療機関に提供する情報をまとめることが難し

い

医療機関の都合に合わせた訪問調整が難しい

医療機関に情報提供する機会・タイミングを確

保することが難しい

医療機関がどのような情報を必要としているの

かわかりにくい

医療機関において情報提供を受け入れる体制

が整っていない

医療機関から情報提供を求められない

医療機関へ提供した情報が活用されない

医療機関の医師が多忙であることを理由に時

間を取ってもらえない

医療機関の医師とコミュニケーションがうまくと

れない

利用者が情報提供を拒否する

家族が情報提供を拒否する

入院したことがすぐにわからない

特にない

最も入院者が多かった医療機関との連携

（n=635）

全体

（n=1,268）

注）無回答を除く。また、「その他」を省略。

図表 57 入院時の情報提供において問題と感じる点 
（事業所調査票）（複数回答可） 

 入院時の情報提供において問題と感じる点について、全体では「医療機関
から情報提供を求められない」が30.7％と最も多く、次いで「医療機関の医師
とコミュニケーションがうまくとれない」が28.2％、「医療機関に情報提供する機
会・タイミングを確保することが難しい」が27.8％であった。 

（５）居宅介護支援事業所および介護支援専門員の業務等の実態に関する調査研究事業 



6 
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 「平成28年7月～9月中に退院し給付管理の対象となった利用者」の平均は6.0
人であり、「退院者のうち退院・退所加算を適用した人」の平均は1.6人、「退院者
のうち初回加算を適用した人」の平均は、0.9人であった。 

図表 64 平成28年7月～9月中に退院し給付管理の対象となった利用者数 
（事業所調査票） 

図表 65 事業所のケアマネジャーが、退院時カンファレンスに参加するうえで
問題と感じる点（事業所調査票） 

全体 退院時カン
ファレンスが行
われていない

退院時カン
ファレンスに呼
ばれない

発言する機会
がない、発言
しにくい雰囲
気

医療機関の都
合に合わせた
訪問日程の調
整が難しい

コミュニケー
ションがうまく
いかず、必要
な情報が正し
く提供されてい
ない場合があ
る

疾病管理の話
が中心で、退
院後の在宅生
活を支援する
ための協議が
なされない

その他 無回答

1,572 440 319 108 715 182 287 180 271

100.0% 28.0% 20.3% 6.9% 45.5% 11.6% 18.3% 11.5% 17.2%

 事業所のケアマネジャーが、退院時カンファレンスに参加するうえで問題と感じ
る点については、「医療機関の都合に合わせた訪問日程の調整が難しい」が最
も多く45.5％であり、次いで「退院時カンファレンスが行われていない」が28.0％、
「退院時カンファレンスに呼ばれない」が20.3％、「疾病管理の話が中心で、退院
後の在宅生活を支援するための協議がなされない」が18.3％であった。 

全体 ０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人 ６人 ７～９
人

１０人
以上

無回答 平均
（人）

標準
偏差

1,572 113 253 201 169 130 99 71 155 182 199 6.0 20.2

100.0% 7.2% 16.1% 12.8% 10.8% 8.3% 6.3% 4.5% 9.9% 11.6% 12.7% - -

1,572 783 204 107 64 21 20 8 11 11 343 0.9 1.8

100.0% 49.8% 13.0% 6.8% 4.1% 1.3% 1.3% 0.5% 0.7% 0.7% 21.8% - -

1,572 771 204 126 71 52 43 29 45 32 199 1.6 3.3

100.0% 49.0% 13.0% 8.0% 4.5% 3.3% 2.7% 1.8% 2.9% 2.0% 12.7% - -

退院した利用者がいる
事業所

退院した利用者のうち
初回加算を適用した人
がいる事業所

退院した利用者のうち
退院・退所加算を適用し
た人がいる事業所

46.3

38.6

50.5

26.5

6.0

10.5

0.0 20.0 40.0 60.0

退院に向けたカンファレンスの開催を依頼した

入院中から、在宅の医療機関や訪問看護と

連絡をとり、退院に備えた

在宅復帰の可能性を高められるような

在宅側の受入体制の調整を行った

在宅で受け入れられる体制について

入院元に提案を行った

その他

特に連携はしていない

(n=171,262)
（％） 

図表 66 退院した利用者の入院期間中の連携状況 
     （利用者調査票）（複数回答可） 

  「退院した利用者」に関する入院期間中の連携状況については、「在宅

復帰の可能性を高められるような在宅側の受入体制の調整を行った」が
50.5％、「退院に向けたカンファレンスの開催を依頼した」が46.3％であっ
た。 

注）「退院した利用者」の n については、図表32と同様にウエイトバック調整を実施している。 

（５）居宅介護支援事業所および介護支援専門員の業務等の実態に関する調査研究事業 
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図表 88 医療機関の専門職が利用者宅を訪問する際の同行の有無 
      （ケアマネジャー調査票） 

全体 必ず同行して
いる

多くの場合
同行している

同行することも
ある

同行していない 無回答

2,513 647 1,039 695 105 27
100.0% 25.7% 41.3% 27.7% 4.2% 1.1%

注）「医療機関の専門職が利用者宅を訪問する予定があるか」について確認していると
　　回答した場合に限定している。

 医療機関の専門職の利用者宅への訪問予定を確認している場合、
ケアマネジャーが訪問に同行しているかについて、「必ず同行してい
る」および「多くの場合同行している」の合計が67.0 ％であった。 

25.7% 41.3% 27.7% 4.2% 1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必ず同行して

いる

多くの場合

同行している

同行することも

ある

同行していない 無回答 （n=2,513）

全体 確認している 確認していない 無回答

4,682 2,513 1,944 225
100.0% 53.7% 41.5% 4.8%

図表 87 退院後に医療機関の専門職が利用者宅を訪問する予定が 
      あるかどうかの確認（ケアマネジャー調査票） 

 退院後に医療機関の専門職が利用者宅を訪問する予定があるかに
ついて、「確認している」は53.7 ％、 「確認していない」が41.5 ％であっ
た。 

図表 89 医療機関の専門職が利用者宅を訪問する際にケアマネジャーが同行し 
      ている場合、 専門職の訪問時の指導内容を踏まえて行っていること 

      （ケアマネジャー調査票）（複数回答可） 

 医療機関の専門職が利用者宅を訪問する際にケアマネジャーが同行して
いる場合、専門職の訪問時の指導内容を踏まえて行っていることについて
は、「多職種、サービス提供事業者と共有し、協働に結びつけている」が
78.1％で最も多く、次いで、「居宅サービス計画の変更に反映している」が
66.5 ％であった。 

注）医療機関の専門職が利用者宅を訪問する際に、「必ず同行している」および「多くの場合同行 
  している」と回答している場合に限定している。 

全体 指導内容を踏ま
えてモニタリン
グをしている

居宅サービス計
画の変更に反
映している

多職種、サービ
ス提供事業者と
共有し、協働に
結びつけている

その他 無回答

1,686 999 1,122 1,317 19 95
100.0% 59.3% 66.5% 78.1% 1.1% 5.6%

（５）居宅介護支援事業所および介護支援専門員の業務等の実態に関する調査研究事業 



79.8

72.5

60.4

195.5

63.2

94.6

145.5

65.2

167.0

72.8

63.8

260.2

73.0

46.7

49.3

51.0

51.8

52.7

40.0

49.4

86.7

34.8

59.9

49.2

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0 300.0

（ n = 10,085）

（ n = 992）

（ n = 30,648）

（ n = 2,524）

（ n = 20,745）

（ n = 1,441）

（ n = 4,730）

（ n = 229）

（ n = 5,985）

（ n = 635）

（ n = 12,484）

（ n = 5,239）

（ n = 5,188）

（ n = 801）

（ n = 3,794）

（ n = 699）

（ n = 1,433）

（ n = 282）

（ n = 2,193）

（ n = 195）

（ n = 2,779）

（ n = 448）

（ n = 2,415）

（ n = 763）

同居者「有」

同居者「無」

（分）

特に問題はない

介護する人が高齢（65歳以上）

介護する人が病弱等心身の問題がある

介護する人が要支援・要介護

介護を必要とする人が複数いる

仕事のため十分に介護できない

不規則勤務で、介護できる時間が不規則

自営業のため介護に十分対応できない

育児を行っている

介護する人が介護に消極的

家族・介護者の意見が異なる

その他
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図表 107 看取りに対応するために行った支援内容；家族介護者等の有無別 
       （利用者調査票）【看取りを行った利用者】（複数回答可） 

 看取りに対応するために行った支援内容を家族介護者等の有無別で見ると、
1項目を除いて「家族介護者等有り」のほうが実施割合が高かった。 
 「家族介護者等有り」では、「本人および家族の精神的な支援」が77.0％と最も

多く、次いで「福祉用具等を用いた本人の安楽な姿勢や生活が送れる環境整
備」が73.1％であった。 

 「家族介護者等無し」では「気持ちの揺れを想定した本人と家族の意向の確
認」 が55.5％、「事業所との24時間のチームケア体制の整備」が54.6％であった。 

３）家族に対する支援 

図表 106 退院時カンファレンスの平均延べ所要時間； 
       同居者の有無および家族介護者等の状況別（利用者調査票） 

 退院時カンファレンスの延べ所要時間（分）の平均を同居者の有無別、家族介護
者等の状況別に比較すると、全体として、「同居者有」のほうが「同居者無」よりも平
均所要時間が長かった。 

 最も平均延べ所要時間が長いのは、同居者がいる場合で、「介護する人が要支
援・要介護」である場合の195.5分であった（「その他」を除く）。 

注）「看取りを行った利用者」については、図表32と同様に、ウエイトバック調整を行っている。 

（５）居宅介護支援事業所および介護支援専門員の業務等の実態に関する調査研究事業 

65.2

56.6

73.1

72.0

72.5

62.9

51.5

77.0

30.7

67.4

41.2

5.3

50.1

54.6

52.8

48.9

49.5

55.5

50.7

48.7

21.0

14.0

32.1

25.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

本人・家族との２４時間連絡体制の整備

事業所との２４時間のチームケア体制の整備

福祉用具等を用いた本人の安楽な

姿勢や生活が送れる環境整備

医療者からのタイムリーな病状や治療の情報把握

病状の変化に合わせて、必要となるサービスの説明

気持ちの揺れを想定した本人と家族の意向の確認

症状緩和を行うための医療者との十分な連絡・協働

本人および家族の精神的な支援

本人が最期まで社会的役割・尊厳を

持てる関わり・支援

介護負担を軽減するための関わり・支援

本人および家族の死への不安を軽減

するための関わり・支援

亡くなった後の、家族が到着するまでの

遺体の付き添い

家族介護者等 有(n=53,345)

家族介護者等 無(n=4,272)

（％） 



45.0 

30.4 

43.1 

36.3 

56.7 

41.8 

46.2 

37.4 

93.0 

68.3 

84.3 

87.3 

50.6 

94.5 

97.0 

97.4 

99.7 

28.7 

17.6 

26.2 

17.9 

24.4 

24.5 

26.5 

16.3 

1.2 

22.6 

1.4 

0.7 

9.4 

0.6 

0.2 

1.4 

0.1 

12.1 

7.2 

9.8 

6.7 

8.7 

8.9 

7.6 

5.2 

5.5 

1.0 

0.0 

4.1 

0.0 

0.1 

0.2 

14.1 

44.8 

20.9 

39.2 

10.2 

24.8 

19.6 

41.2 

5.8 

3.7 

13.3 

12.0 

35.8 

5.0 

2.7 

1.0 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

訪問介護

（n=1,423）

訪問入浴介護

（n=1,199）

訪問看護

（n=1,317）

訪問リハビリテーション

（n=1,182）

通所介護

（n=1,386）

通所リハビリテーション

（n=1,300）

短期入所生活介護

（n=1,308）

短期入所療養介護

（n=1,125）

特定施設入居者生活介護

（n=903）

福祉用具貸与

（n=1,368）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

（n=930）

夜間対応型訪問介護

（n=914）

認知症対応型通所介護

（n=1,021）

小規模多機能型居宅介護

（n=907）

認知症対応型共同生活介護

（n=901）

地域密着型特定施設入居者生活介護

（n=906）

看護小規模多機能型居宅介護

（n=879）

50％以下 50～69％ 70～79％ 80～100％

（３）ケアマネジメントの公正中立の確保 

図表 108 平成28年3月～8月末日の期間における紹介率；最も紹介件数の多い法人の割合 （事業所調査票） 

 平成28年3月～8月末日の期間において、最も紹介件数の多い法人の割合（紹介率）が80%以上となっている割合は、「訪問入浴介護」が44.8％で最も
高く、次いで「短期入所療養介護」が41.2％、「訪問リハビリテーション」が39.2％であった。 

注）紹介率が未記入の票については集計から除外した。 9 

（５）居宅介護支援事業所および介護支援専門員の業務等の実態に関する調査研究事業 
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中重度の対応力が高いため

認知症ケアの質が高いため

退院時等、急な病院への訪問や

サービス調整が可能であるため

主治医の指示があるため

土日、早朝・夜間に対応できるため

看取りに対応できるため

訪問介護（n=185）

訪問入浴介護（n=530）

訪問看護（n=266）

訪問リハビリテーション（n=457）

福祉用具貸与（n=43）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（n=123）

通所介護（n=134）

通所リハビリテーション（n=315）

短期入所生活介護（n=243）

短期入所療養介護（n=448）

認知症対応型通所介護（n=362）

29.7 

36.2 

43.2 

4.9 

15.7 
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9.1 

13.2 

0.8 

28.3 
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8.5 

9.2 

20.1 

0.0 

28.0 

23.3 

32.6 

39.5 

4.7 

11.6 

6.5 

8.9 

14.6 

1.6 

39.0 

20.1 

29.1 

44.8 

4.5 

15.7 

10.5 

18.1 

39.7 

0.3 

31.7 

14.0 

24.7 

39.9 

0.4 

18.9 

7.8 

9.8 

27.9 

0.0 

27.5 

13.3 

8.0 

19.9 

0.3 

30.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

利用者の個別の生活状況に合わ

せた細やかな対応が可能であるた

め

連携・情報共有がしやすいため

利用者・家族が希望したため

法人の方針として

地域の中には他に適切な事業所

がないため

注）無回答および「その他」は省略。
10 

平成28年3月から8月末日の期間における紹介率が80%超に該当するサービスに関して、当該事業所を選定している理由については、「認知症ケアの質が高い
ため」、「主治医の指示があるため」、「土日、早朝、夜間に対応できるため」、「看取りに対応できるため」などサービス内容を理由とする場合は、事業所のサー
ビス種別によって回答割合に差が出ている。 
 一方で、「利用者・家族が希望したため」、「地域の中には適切な事業所がないため」を理由とする場合は、事業所のサービス種別を問わず全体的に回答割
合が高くなっている。 

図表 111 平成28年3月～8月末日の期間における紹介率；当該事業所を選定している理由（紹介率80％超に該当するサービスのみ）（事業所調査票）（複数回答可） 

（５）居宅介護支援事業所および介護支援専門員の業務等の実態に関する調査研究事業 



41.2 

40.3 

54.0 

28.3 

10.4 

22.3 

44.4 

52.7 

9.3 

5.1 

0% 20% 40% 60% 80%

退院に向けたカンファレンスの

開催を依頼した

入院中から、在宅の医療機関や

訪問看護と連絡をとり、退院に備えた

在宅復帰の可能性を高められるような

在宅側の受入体制の調整を行った

在宅で受け入れられる体制について

入院元に提案を行った

特に連携はしていない

同行訪問による支援をしている事業所の利用者 (n=18,821）

同行訪問による支援をしていない事業所の利用者 (n=10,795）

注）無回答および「その他」を省略している。
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図表 135 入院期間中の連携状況；同行訪問による支援（ＯＪＴ）を実施して
いる事業所別（利用者調査票）（複数回答可） 

 ケアマネジャーに対する同行訪問による支援（ＯＪＴ）を実施している事業所別
に、経験年数3年未満のケアマネジャーが担当している退院した利用者に対す

る入院期間中の医療機関との連携状況について比較すると、「入院中から、在
宅の医療機関や訪問看護と連絡をとり、退院に備えた」を除いて、同行訪問に
よる支援を行っている事業所のケアマネジャーのほうが実施している割合が高
かった。 

 特に「退院に向けたカンファレンスの開催を依頼した」では同行訪問による支
援を実施している事業所が41.2％、同行訪問による支援をしていない事業所が
22.3％、「在宅で受け入れられる体制について入院元に提案を行った」では、そ
れぞれ28.3％と9.3％と差が大きかった。 

（４）事業所の管理・運営について 

 事業所のケアマネジャーに対し、同行訪問による支援（ＯＪＴ）を行っているかにつ
いて、管理者が主任ケアマネジャーか否か別に見ると、「している」と回答した割合
は、「管理者が主任ケアマネジャーである」場合は66.3％、「管理者が主任ケアマネ
ジャーでない」場合は54.0％であった。 

 事業所のケアマネジャーに対し、ケアマネジメント業務に関する相談の時間を設
けているかについて、管理者が主任ケアマネジャーか否か別に見ると「設けていな
い」は「管理者が主任ケアマネジャーである」場合は5.1%、「管理者が主任ケアマネ
ジャーでない」場合は13.8％であった。 

図表 133 事業所のケアマネジャーに対し、同行訪問による支援（ＯＪＴ）を行ってい 
        るか；管理者が主任ケアマネジャーか否か別（事業所調査票） 

 

図表 132 事業所のケアマネジャーに対し、相談の時間を設けているか 
    ；管理者が主任ケアマネジャーか否か別（事業所調査票）（複数回答可） 

合計
定期的に
設けている

随時相談を
受けている

設けていない 無回答

全体 1,287 202 1,001 121 44

100.0% 15.7% 77.8% 9.4% 3.4%

646 122 523 33 22

100.0% 18.9% 81.0% 5.1% 3.4%

594 69 446 82 20

100.0% 11.6% 75.1% 13.8% 3.4%

管理者が主任
ケアマネジャー
である

管理者が主任
ケアマネジャー
でない

合計 している していない 無回答
全体 1,287 781 453 53

100.0% 60.7% 35.2% 4.1%

646 428 195 23

100.0% 66.3% 30.2% 3.6%

594 321 246 27

100.0% 54.0% 41.4% 4.5%

管理者が主任
ケアマネジャー
である
管理者が主任
ケアマネジャー
でない 注）報告書の図表135より「ケアマネジャーとしての経験年数が3年未満」のみ抜粋している。 

注）「退院した利用者」については、図表32と同様に、ウエイトバック調整を行っている。 

（５）居宅介護支援事業所および介護支援専門員の業務等の実態に関する調査研究事業 

注）ケアマネジャー数が1名の事業所を除く。 

注）ケアマネジャー数が1名の事業所を除く。 


